
1 

 

第１６回薬害を学び再発を防止するための教育に関する検討会 

2017 年 1 月 16 日(月) 厚生労働省 

報告： 金 慶南（国立慶北大学校教授、knkim@knu.ac.kr） 

 

 

薬害資料データ・アーカイブズの基盤構築に関する総合研究 

（課題番号：Ｈ27－医薬―指定―003） 

平成 27 年度厚生労働省科学研究費補助金 研究現況調査 総括報告書 

（抄） 

 

＜研究概要＞                        

 
本研究の目的は、薬害関連被害者団体が所蔵している資料を対象にし、薬害関連資料の体系的

な管理のために、「薬害資料データ・アーカイブズ」の基盤を構築することである。この作業は、

薬害資料を活用して持続可能な研究、教育、展示などのためのインフラストラクチャー

（infrastructure）、ハブ(Hub)機能を構築するものである。特に、高齢化により資料整理が難し

い薬害被害者団体を中心に、資料の形態別分類、目録入力、シリーズ別（場合によってはファイ

ルレベル）開示区分などを行って、データベース化することを目指している。この事業は、薬害

事件と関連する貴重な資料が適切に管理・保管がなされないままに散逸し、失われることを防ぐ

ために必要な作業である。 

 研究方法としては、アーカイブズ学のメタデータ管理方法と手順に基づいて、対象となる資料

を選別、整理、目録入力、デジタル化（今回は主に保存状態の悪い文書を対象にする）、公開資

料の選別、検索機能の設計、共有方法を模索することである。メタデータとは、情報検索システ

ムの検索対象となるデータを要約したデータであり、図書館情報学の分野では書誌情報と呼ぶこ

ともある。例えば文書であれば作成者、表題、作成年月日等のほか、関連キーワードなどを含め

るのが一般的である。本研究の特徴のなかで最も注目されるべきことは、大学を中心に民間、官

庁の協力体制で作業が行われたことである。 

本稿では薬害資料データ・アーカイブズに関する研究のベースとして、薬害８団体が所蔵して

いる記録を対象に、リスト作成および修正、情報公開の区分、永久保存記録の選別などを実施し

たことを記述したい。上記の対象となる資料は 1960 年代から現在に至るまで、日本各地で発生

した薬害事件の被害者に関わる裁判請求資料(原告団、弁護団所蔵)、市民運動資料、メディア関

連資料などである。 

これらの記録群は日本の高度成長期における薬害事件に関する、主な流れと特徴が理解できる
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貴重な記録として、永久保存の価値があると思われる。記録は原則として原本を保存しなければ

ならない。しかし、当面、永久保存できる施設に移管できる状態でないので、 被害者団体はも

ちろん、研究者が活用するための装置として、アカイビング作業を行う必要性がある。本研究で

は、データ・ア－カイビングのシステム的作業は、現段階では難しいと判断し、一応、データ化

の基礎を成す記録物のリスト化、情報公開区分の作業を行った。今年、薬害被害団体 8団体の記

録に対して、文書 3,066 件、図書 1277 件、視聴覚資料 1,664 件、モノ資料 14 件など、総計 6,021

件に対する情報公開の区分を終了した。 

薬害資料データ・アーカイブズの基盤構築のために、最も重要な作業は、薬害関連資料の収集、

整理、情報公開区分である。本研究では、今までの薬害資料の概要調査と目録作成作業に基つい

て、情報公開の区分作業を中心に推進した。薬害８団体の情報公開区分の総計は、2016 年 3月現

在、6,021 件である。総計 6,021 件のうち、公開区分とされた記録は 3,408 件（約 56.６％）、非

公開記録は 621 件（約 10.3％）、要審査記録（部分公開および未整理記録）は、1,992 件（約 33.1％）

である。この公開区分の作業は、薬害資料研究チームと資料の内容を十分把握しているそれぞれ

の薬害被害者団体のメンバーが協力して実施したことに意味がある。 

公開区分の基準では、「個人情報の保護」が必要な記録や「団体の機密事項」などが含まれて

いる場合は、「非公開」と区分けされた。また、部分公開や詳細な整理が必要な記録については、

「要審査記録」として区分された。要審査資料は、いずれ薬害資料館等へ移管された後、再区分

する作業が必要であると思われる。自力で整理と評価選別が可能な団体は自らできるように指導

し、高齢化・団体閉鎖などによって自力で整理が難しい団体に対しては、薬害研究チームが出向

いて補助作業を行った。 

今後、このようなリスト化と情報公開区分を基にして、薬害記録が安定した機関で永久保存さ

れるようになった際には、目録記述と電算化作業に必要なメタデータ付与を実施することが望ま

しい。 それにより薬害記録は、歴史的アーカイブズとして永久に保存され、被害者団体も研究

者も活用できるようになることで、「薬害の再発防止の仕組みとしての記録管理システム」とな

るべく、構築されることが望まれる。 

 

＜専門的・学術的観点からの成果＞  

本研究は薬害資料データ・アーカイブズの基盤を構築する総合的な研究である。まず、薬害資

料収集の社会的な意味を専門的・学術的に探るため、アーカイブズ学で収集戦略として論争され

ている民間記録物と公共記録物との関連性について検討した。その結果、薬害と関連する製薬会

社・国・地方自治体などの関連資料も総合的に収集管理する必要があると提示した。また、薬害

団体の現用記録物を対象に情報公開区分と非公開基準を提示したことは、レコード・マネジメン

トの事例として学術的にも資することができると思う 
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＜ガイドライン等の開発＞  

現用記録である薬害資料の情報区分基準のガイドラインが開発された。情報公開区分のため、

公開・非公開・要審査の三つに分けて区分された。 公開はすでに公表された記録, 公表を目的

に作成された記録、非公開は個人情報が含まれている記録として、公表されていない記録である。

要審査は公開したら対象の人物や団体が困難に陥ることが予想される記録であるが、部分公開が

可能であれば、専門家の審査を要する記録である。また、区分作業に時間がかかると予想される

記録などが含まれている。 

 

＜その他行政的観点からの成果＞ 

薬害に関する資料について行政的な関連は、2010 年４月「薬害肝炎事件の検証及び再発防止の

ための医薬品行政のあり方検討委員会」と薬害被害者団体からの、いわゆる‘薬害研究資料館’

などの設置要望があったからである。その後、厚生労働省と薬害被害者団体から、薬害関係資料

の把握が必要だとの意見が出された。その実践として、厚労省科学研究費 2013 年度から薬害に

関する資料等の調査・管理・活用等に関する研究が行われ、資料を統一的・体系的に分類・整理・

保管するための手法について検討し、実践を推進してきた。  
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＜注記＞ 

◎団体の情報を保護するため、調査対象の団体名、人名などは匿名で記されている場合がある。 

◎団体・個人の情報を保護するため、書架・人物の写真は掲載していない。 

本文に掲載している写真（黒塗り写真を含む）は、団体の承諾を得て掲載している。  
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平成 2７年度厚生労働科学研究費補助金 法政大学薬害資料研究室 

2015 年度 薬害資料データ・アーカイブズの基盤構築に関する総合研究 

資料現況調査報告書 

2016 年 3月 31 日 

          研究代表者： 鈴木玲 研究リータ：金慶南（文責） 

研究補助：齋藤柳子・孫孝珍 

 

                      

１．2015 年度における研究・調査の目標 

 

2015年度の目標は、2014年度に行った薬害団体の目録作成と具体的な整理作業を基にして、デ

ータ・アーカイブズの基盤を構築するための情報公開区分を行うことである。この目標を達成す

るため、薬害資料データ・アーカイブズに対する研究のベースとして、薬害団体の8団体が所蔵

している記録を対象に、リスト作成、修正、情報公開区分、永久保存記録の選別などを行った。

今年度は特に情報公開区分を中心に作業を進めた。対象資料は 1960年代から現在に至るまでの

日本各地で発生した薬害被害者に関わる裁判請求資料(原告団、弁護団所蔵)、 市民運動資料、

メディア関連資料などである。 

 

２．調査従事者 

 

鈴木 玲  研究代表・法政大学大原社会問題研究所教授 

金 慶南 研究リーダー・法政大学大原社会問題研究所 

齋藤柳子 研究補助員・レコード・マネジメント コンサルタント 

平川千宏 共同代表・市民・住民運動資料研究会 

孫 孝珍 研究補助員・一橋大学大学院社会学研究科博士後期課程 

 

３. 2015年度の研究・調査活動報告 

 

１）全体概要 

この記録は原則として原本を保存しなければならないが、データ・アーカイビングする作業は、

被害者団体はもちろん、研究者が活用するための仕組みとして必要な作業である。記録のデータ

化のために必要な作業は、記録群の概要作成、リスト作成、リスト記述、情報公開区分、電算化

作業(メタデータ処理など)が求められる。特に、今年度は薬害資料データ化のベースとなる、文
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書、視聴覚、図書、モノ資料のリスト化、情報公開区分の作業を中心に遂行した。情報公開の区

分に対しては、公開、非公開、要審査を設定した。 今年度の薬害被害者団体 8団体の記録とは、

文書3,066件、図書1277件、視聴覚資料1,664件、モノ資料14件など、総計6,021件に対する情報

公開の区分を行った。この記録は日本の高度成長期において発生した薬害事件において、その作

成過程と特徴が把握できる重要な記録であり、世界で一つしかない貴重な記録として、永久保存

する価値があると思われる。 

 

２）薬害資料データ・アーカイブズ化のための実践事項 

（１）薬害資料所蔵機関の調査（継続） 

2013 年度から継続して行った調査内容は以下のようである。団体メンバーの高齢化による資料

整理の難しさを感じながら、目録整理状況（継続）、公開区分進捗状況（継続）、薬害被害者団体

の活動状況について、収集すべき資料について判定した。 

まず、情報公開区分対象は、その作業に対して、研究班に援助の要請がない団体を除いた 8団

体の資料を対象に、選別の指導を行った。 

また、薬害関連資料データ・アーカイブズの構築可能性について検討した。検討内容は以下の

ようである。対象団体の目録データを社会的に提供することが可能か否か、公開区分について検

討（公開と判定された資料は公開、非公開と判定された資料は、目録も非公開）、要審査資料の

区分をどうするかについて実践方法を検討し、データ・アーカイブズの要素についても検討が行

われた。「薬害データ・アーカイブズ基盤構築」のため、 歴史的に価値のある資料を管理対象と

して選別、アンケートを実施して資料管理対象団体の選定、入力項目の選定、資料概要・目録記

述の作成、形態別による目録入力などを行った。被害者自身や団体に対して、資料整理マニュア

ル（仮）の説明や整理・保存の実施に当たっての助言・指導を行った。 

 

 



8 

 

 

 

 

（２）情報公開区分とその基準 

   

目録へのリスト化が終わった資料は、公開区分の作業を実施した。薬害資料は公開・非公開・

要審査の三つに分けて区分された。情報区分基準は以下のようである。 

 

① 公開 : すでに公表された記録(新聞、雑誌、テレビ番組など), 公表を目的に作成された記録

(講演録、メディア、ニュースへの情報提供用など)は公開で区分 

② 非公開 : 個人情報が含まれている記録として、公表されていない記録は非公開で区分 

③ 要審査 : 公開したら対象の人物や団体が困難に陥ることが予想される記録であるが、部分公

開が可能であれば、専門家の審査を要する記録である。また、区分作業に時間がかかると予

想される記録などが含まれている。薬害団体の情報公開区分の詳細は以下のようである。 
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上記の情報公開区分したものを簡単にまとめると以下のようになる。 

 

薬害被害者団体の情報公開区分総計表  （2016年3月現在、区分：件） 

区分 文書 図書 視聴覚資料 モノ資料 合計 

公開 2,091 1,274         31         12 3,408（56.6％）  

要審査 475 3         1,512         2 1,992（33.1％）  

非公開 500 0         121         0 621（10.3％）  

合計 3,066 1,277         1,664         14 6,021（100％） 

図書 もの

公開 3/3 ・

要審査 ・ ・

非公開 ・ ・

公開 33/36 ・

要審査 3/36 ・

非公開 ・ ・

公開 179/179 8/8

要審査 ・ ・

非公開 ・ ・

公開 142/142 4/4

要審査 ・ ・

非公開 ・ ・

公開 20/20 ・

要審査 ・ 2/2

非公開 ・ ・

公開 8/8 ・

要審査 ・ ・

非公開 ・ ・

公開 ・ ・

要審査 ・ ・

非公開 ・ ・

公開 ・ ・ ・

要審査 ・ 1091/1195 ・

非公開 ・ 104/1195 ・

公開 ・ ・ ・

要審査 ・ 197/214 ・

非公開 ・ 17/214 ・

公開 ・ ・ ・

要審査 ・ 9/9 ・

非公開 ・ ・ ・

公開 889/889 ・

要審査 ・ ・

非公開 ・ ・

公開 ・ ・ ・

要審査 1806/1806 ・ ・

非公開 ・ ・ ・

総計　6021件 3066 1277 1664 14

薬害団体の情報公開分類詳細表　　　　　　　　（2015．3月現在）

目録分類
公開区分

・

・

・

団体名

・

・

・

・

7/20

13/2037/59

20/59

2/59

41/41

・

・

・

・

1/1

15/80

・

107/107

・

・

・

2/2

・

36/36

・

・

65/80

・

・

・

190/315

44/343

9/343

・

・

・

5/5

・

91/315

34/315

大阪ＨＩＶ薬害訴訟原告団

Ｄ

Ｖ

Ｄ

Ｂ

Ｒ

Ｃ

Ｄ

新

聞

記

事

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

ヤコブ病サポートネットワーク

陣痛促進剤による被害を考

える会

薬害肝炎弁護団

視聴覚

薬害筋短縮所の会

ＭＭＲ被害児を救援する会

スモンの会全国連絡協議会

特定非営利活動法人

京都スモンの会

文書

41/443

397/443

5/443

290/343

31/54

10/54

13/54
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薬害８団体の情報公開区分がされた総計は2016年3月現在、6021件である。総計6021件のうち、

公開分類された記録は3408件、約56.６％、非公開記録は、621件、約10.3％、要審査記録（部分

公開および未整理記録を含む）は、1992件、約33.1%である。 

この公開区分作業は、薬害研究班と内容を十分把握しているそれぞれの薬害団体のメンバーが、

協力して行ったことに意味がある。区分の基準は、主に個人情報の保護が必要な記録、団体の機

密事項などが含まれている場合は、非公開と区分された。また、部分公開や詳細な整理が求めら

れる記録については、要審査記録として区分された。要審査資料は、移管後、再区分が必要であ

ると思われる。自力で整理や評価が可能な団体は自力でできるように指導し、高齢化や団体閉鎖

などによって、自力で整理が難しい被害者団体に対しては、研究班が出向き、補助作業を行った。 

今後、このようなリスト化と情報公開区分をベースに薬害被害者の記録が安定した機関で永久

保存されるようになった際には、目録記述と電算化作業に必要なメタデータを付与することが、

課題として残される。これを通じて薬害被害者の記録を歴史的アーカイブズとして永久に保存し、

当該被害者団体と研究者によって円滑に活用されることで、薬害事件が再発しないような仕組み

の構築に役立つ記録管理システムを構築することが重要な課題であると思われる。 

 

３）非公開対象情報の類型 

◆ 個人情報 

個人情報とは、当該情報に含まれている名前、ＩＤ（原告番号）などによって特定人を識別す

ることができる個人に関する情報である、ただし次に列挙した個人に関する情報は除くことがで

きる。①法令などが決めるところによって閲覧することができる情報、 ②公共機関が作成し、

取得した情報として公表を目的とする情報、③ 公共機関が作成し、取得した情報として公開す

るのが公益または個人の権利救済のために必要であると認められる情報などである。 

個人情報は原則的に非公開である。非公開の類型について考えると、個人情報の範囲は相対的

な概念であり、歴史、地域、個人の意識などによっても異なっている。 戸籍記載事項(名前・性

別・生年月日・本籍)、 経歴活動事項（学籍簿、履歴書)、 心身関連事項(健康診断書)、 財産

状況(課税証明書) などについては、原則的に非公開であるが、各国それぞれに見れば、個人の

役職や地位、活動内容によって公開する場合もある。 

公開可能な個人情報は、法令などが規定するところによって閲覧することができる情報(例：

不動産登記簿謄本)、公表を目的に作成または取得した情報(例：審議会など議員名簿、受賞者名

簿)、公開するのが公益上必要な情報(例：障害者カウンセラー名簿)、個人の権利救済のために

必要な情報(例：確定判決後の被害者の状況)などである。 

 また、研究や公益のため、個人情報が記録された情報の一部公開処理を行う場合がある。これ
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については、要審査で分類を行った。この場合、注意しなければならないことは次のことである。

第一に、特定個人の識別は通常の名前、ＩＤ、住所などであるが、名前、ＩＤなどを削除するこ

とで、特定個人が識別されないで請求趣旨が損傷されない場合、これを削除したその他情報に対

して公開可能である。第二に、「死亡者」に関する個人情報は個人に関する情報そのものに該当

しないが、これを公開することで遺族の権利利益を侵害し、感情を害する恐れがある場合には、

個人に関する情報に準じて非公開とすることが妥当である。 

 

◆ 法人関連情報 

法人団体または個人の営業上の機密に関する事項が公開された場合、法人などの正当な利益を

害する恐れがあると認められる情報（例：機密事項として管理されている生産方法，販売方法そ

の他の事業活動に有用な技術上または営業上の情報）は、非公開と判定する。ただし次に列挙し

た情報を除く。①事業活動によって発生する危害から、人の生命、身体または健康を保護するた

めに公開する必要がある情報（例：リコール対象商品）、②違法、不当な事業活動から国民の財

産または生活を保護するために公開する必要がある情報（例：建築基準法違反の物件と企業名）

である。 

 

◆ 特定人の利益 • 不利益関連情報 

公開される場合、特定人に利益または不利益を与える恐れがあると認められる情報は、非公開

として判定した。事例は薬害被害者団体の組織派閥の争いに対する議事録などである。 

 

◆ 他の法令により秘密、非公開に規定された事項 

他の法律または法律による命令によって、秘密で維持されるとか非公開事項に規定された情報。

事例として、規定で公開が禁止されている事項である。事例は、①財産登録事項 ②訴訟に関す

る書類の公判改訂前非公開情報、③統計作成のために収集された個人または法人や団体の秘密に

属する基礎資料、④その他公開することができない事項である。 

 

◆ 生命・身体・財産の保護及び公益関連情報 

公開される場合、住民の生命、身体及び財産の保護その他公共の安全と利益をめっきり害する

恐れがあると認められる情報は、非公開と判断する。事例としては①住民の生命、身体及び財産

の保護、②人の生命・生活・地位などが脅威受ける情報、③平穏で正常な生活に差し支えをもた

らす恐れがある情報、④危険物の保存位置 ⑤保有中の毒物の種類、⑥違法、不正行為などの通

報者、被疑者、参考人、⑦伝染病予防、食品環境、薬剤師などの衛生監視など、ソーシャルライ

フに必要な法規範や社会通念上の規則が維持される事項、⑧その他公共の安全と利益に関わる情

報である。 
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◆ 裁判 • 犯罪関連情報 

公開された場合、職務遂行に支障をもたらすとか、刑事被告人が公正な裁判を受ける権利を侵

害すると認めるべき相当な理由がある情報は、非公開と判断する。事例は、①被疑者訊問調書、

②被疑者の関連内容が分かるようになる場合、法廷で自分の犯罪を否認するための防御資料とし

て活用または証拠隠滅可能性がある事項、③訴訟に関する書類の公判開廷前情報 

 

◆ 一般行政運営情報 

業務の公正な遂行や研究開発に著しい差し障りが認められるに相当する理由がある情報は、非

公開とする。事例は①官舎監督検査関連情報、②職員の人事関連個人情報、③行政内部の自由な

意見交換に支障を与えることができる情報、④請求人などの特定人に不当な利益または不利益を

与える情報(調査または試験研究結果など) 

 

以上のように、資料を公開するためには、あらゆる非公開の類型を知った上で区分する必要が

ある。今回の薬害資料の公開区分作業は、直接、資料を作成した当事者によって区分されたとい

う点で、社会的に意味があると思われる。今後、要審査記録については、上記で検討した非公開

の要素を考える必要があるが、薬害を防ぐための研究・教育活動のためには、できるだけ多く公

開する方針で情報を区分する必要があると考えられる。 

 

４）薬害資料のデータ・アーカイブズ構築の重要性と歴史的意義 

◆ 民間記録物として薬害資料収集の重要性 

薬害資料は民間記録物に当たる。民間記録物(Private archives)は一般的に中央政府機関、政

府傘下機関及び部署のような公共領域以外の領域に属する機関及び個人が作成した記録物を言

う。 このような非政府記録物(Non-governmental archives)は個人、家族、非営利団体、営利を

目的にするビジネス、または社会運動や一回性の行事など、非公式的な活動で生産された場合が

大部分を占める。 民間記録物と公共記録物の二つの間には重なる部分が存在するので、完全な

区分は事実上難しいが、このような限界があるということを念頭におけば、民間記録物と公共記

録物の区分は、引き続き有用な概念であると言える。1 このような意味から考えると、薬害関連

資料は民間記録物であるといえる。 

日本で民間記録物を収集・管理している機関は、地方の公文書館と大学の研究所などである。

地方の公文書館は歴史記録物として収集・管理しているが、神奈川県立公文書館のハンセン病関

                                                   
1
 Fisher, In search of private archives : The foundational writings of Jenkinson and Schel

lenberg revisited Archivaria 67. 1-24, 2009。  



13 

 

連資料群と京都府立総合資料館のＭＭＲ関連資料などが、その事例として挙げられる。また、大

学では、法政大学、東京大学、北海道大学、広島大学などがある。アメリカ、オーストラリア、

カナダ、韓国などでは地方自治体はもちろん、国家機関でもスタイルは異なるが、民間記録物を

収集して永久保存する活動を展開している。2  

民間記録物の収集と関連している理論的な研究は少ないが、その中でも、個人が作成した記録

物の意義を考え、記録を社会的な記憶としてアーカイブズ施設で受け入れる必要性を提案したMc

Kemmish (1996)の研究が代表的である。この研究では、個人が記録を作成、収集、管理する行為

は、組織で行うことと本質的に類似しているから、アーキビストが持っている記録管理に関する

知識が、個人記録物管理にそのまま活用できると提案している。すなわち、“evidence of me”、

個人の人生に対する証拠を、“evidence of us”として社会的に提供できると主張している。3  

薬害記録物は、薬害被害者・遺族と民間組織の重要な機能と活動を把握し、それと関連する個

人・団体・弁護団はもちろん、製薬会社・国会・地方自治体・国など、色々な社会活動の証拠と

して、貴重な記録群である。薬害記録を通じて、個人と団体、団体と国・地方自治体・製薬会社・

国会などとの関係性が明確に確認できる。これは、個人と団体がどのように社会の中で行動し、

交わったのかを見せる証拠になると思われる。伝統の基盤に基づき、アーカイブズ施設では、公

共記録物だけではなく民間記録物の収集にも財政的支援をしているので、このような個人か団体

かという価値の区分は、公共記録物と民間記録物の統合的な収集活動を阻害すると言われている。

 LAC（カナダ国立図書館・文書館）の場合、民間記録物収集活性化のために‘文化遺産価値’と

いう用語を記録物収集基準として設定している。 これは究極的に公共記録館での民間記録物収

集を正当化する根拠になるとして、提示された。4  

個人が記録を作成して維持する過程で発生する複雑な力学関係は、包括的に反映することがで

きないと指摘されている。 ホーブスは民間記録物の評価で、既存の公共記録物評価方式を適用

してはいけないし、個人の功績や活動だけでなく、一個人の独特な一生の視点を反映する収集と

評価が成り立たなければならないと主張した。スェルレンボグとジェンキンソンは公共記録物が

持つ証拠的価値が、民間記録物には欠けていると主張している。これに対してフィッシャーは、

民間記録物は情報的価値や文化遺産的な価値を持ち、公共記録物は証拠的価値や説明責任性を支

援する価値を持つという、両極端な視点を強調するという点で特定されるとした。 

要するに、日本の地方公文書館では、体系的ではないけれども民間記録の中から地方自治体の

                                                   
2
 Kim Jihyun, An Analysis of Policies on the Acquisition of Private at State/Provincial

 Archives in the U.S.,

 Canada and Australia, Society for Archives & Records Management of Korea 14, 2014, p.107

（韓国語)。 
3 McKemmish.S.(1996) “Evidence of Me”. The Austrian Library Journal. 45(3), 174-187) 

これに対する批判は次を参照。Harris.V. 2001 On the back of the tiger: Deconstructive 

possibilities in “Evidence of Me”. Archives and Manuscripts 29(1), pp.8-21 
4 Kim Jihyun、上掲論文、p.103． 
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政策とかかわりがある記録群を、文化遺産的価値、証拠的価値をもつ重要な記録として認め、収

集し、整理・保存・活用している。世界的には、カナダ、アメリカ、韓国などでは、民間記録物

を地方自治体のみならず、国の公文書館でも収集し、整理・保存・電算化してデータ・アーカイ

ブズを目指している。日本では、1960年から発生した薬害関連事故資料のデータ・アーカイブズ

化は、文化遺産的な価値と証拠的な価値を両方持ち合わせた、世界唯一の貴重な資料であると考

えられる。結論的にいうと、薬害資料がデータ・アーカイブズ化され、その中で大切なものを仕

分け、現物の資料の保存体制を整えることで、将来的に展示・教育用資料として使われ、薬害が

二度と発生しないような社会を目指す努力が図られるべきということを主張する文化的遺産で

あると思われる。 

 

◆ 薬害資料データ・アーカイブズの総合的なアプローチの必要性 

薬害資料データ・アーカイブズの可能性について考えると、今まで、収集・整理・公開区分し

た薬害資料だけでは体系的な基盤構築に限界がある。薬害関連資料が、証拠的・文化遺産的価値

を持つためには、さらに総合的に考えなければならない。薬害関連資料をすべて現物で確保する

のは難しいので、複写物を合わせて収集すれば、さらに史実に忠実な薬害資料のデータ・アーカ

イブズができると思われる。 

薬害資料の体系的収集のためには、薬害資料が発生した経緯から、次のようなサイクルが考えら

れる。 

 

薬害資料の発生サイクルによる収集対象記録 

資料のサイクル 記録区分 収集対象記録 

薬品の生産 民間記録 薬品生産企業が作成した資料 

薬品の許可・流通を承認 公共記録 医薬品許可担当の行政官庁が作成した資料 

薬害の被害 民間記録 医療機関および薬害被害者が作成した資料 

薬害の承認・裁判 公共記録 
医薬品被害担当部局、 裁判所、国会議員など

が作成した資料 

薬害を防ぐ活動資料 
民間記録、 

公共記録 

薬害を防ぐため活動をしている国・地方自治

体・裁判所・弁護団・立法機関・市民支援団体・

教育機関などが作成した資料 

 

◆ 薬害資料アーカイブズの管理組織と薬害を防ぐ対策  

薬害資料を管理するために必要な部署は、記録政策部、記録管理部、記録サービス部（閲覧対

応）が基本的に考えられる。行政業務、記録管理専門家を配置する必要がある。薬害被害対策の
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一つとして、薬害を防ぐための展示・教育などができる専門家（学芸員やアーキビスト）が必要

と思われる。海外の事例であるが、韓国の地方自治体の場合、アーカイブズの体制として、情報

公開部、記録管理部、展示室を一貫体制として運用している。この方法により、管理運営するス

タッフの専門性とコスト削減の問題が解決される。 

薬害資料の体系的な管理体制のためには、次のような措置が必要である。収集、整理（目録作

成、概要調査）、公開区分（公開、非公開、要審査－部分公開を含む）、デジタルアーカイブ化、

情報サービス、薬害資料を利用した薬害を防ぐための教育、薬害を防ぐための展示などである。

このようなシステムが構築されれば、人命を尊重し、薬害を防ぐための根本的な対策基盤を定着

させることができるのではないかと思われる。 

 

◆ 薬害関連資料データ・アーカイブズ構築の歴史的意義 

薬害関連資料データ・アーカイブズ構築の歴史的意義は、次のようである。第一に、研究者と

薬害被害者の協同実践によって、貴重な資料の散逸を防止することができる。第二に、薬害資料

を利用して、薬害を防ぐための教育ができる。第三に、情報システム時代に相応しいシステムの

構築の可能性を持っている。第四に、証拠的・文化遺産的な価値の高い薬害資料については、歴

史的遺産として、永久保存ができる。 
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Ⅲ．研究報告・講演資料 
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1.講演会 

 

日時：2015年度8月23日   

場所：厚生労働省共用第5会議室 

目的：薬害資料調査のための会合について、2014年度の薬害資料研究に関する報告会 

講演：薬害資料に関する調査・管理・活用について 

講師：法政大学大原社会問題研究所、金慶南 

資料：平成26年度厚生労働省科学研究補助金報告書        

対象：薬害被害者団体23名 

 

2.報告会 

 

日時：2015年12月3日 

場所：厚生労働省6階専用第23会議室 

目的：第15回薬害を学び再発を防止するための教育に関する検討会 

講演：薬害関連資料データ・アーカイブズの構築研究 

講師：法政大学大原社会問題研究所、金慶南 

資料：薬害関連資料データ・アーカイブズの基盤構築に関する総合研究  

対象：教育委員、一般人 

 

  

3.講演資料 
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Ⅳ．情報公開区分目録編（8団体） 

 

 

 

1．ＭＭＲ被害児を救援する会  

2．スモンの会全国連絡協議会  

3．NPO法人京都スモンの会                  

４．陣痛促進剤による被害を考える会 

5．ネットワーク 医療と人権 

6．薬害肝炎弁護団 

7．薬害ヤコブ病被害者・弁護団全国連絡会 

8．薬害筋短縮症の会 

 

 

 

 

 

 

 

注：各団体の目録と情報公開区分は、それぞれの団体と薬害資料研究班の協力により作成、 

提供されたものです。 非公開の目録は薬害団体の要求により掲載されていないです。 


